
-15- 

 

（抜粋） 

身体障害者福祉法 

（昭和二十四年十二月二十六日法律第二百八十三号） 

 

最終改正：平成二六年六月一三日法律第六七号 

第三章 事業及び施設 

（施設の設置等） 

第二十八条 都道府県は、身体障害者社会参加支援施設を設置することができる。 

２ 市町村は、あらかじめ厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け出て、身体障害者社会

参加支援施設を設置することができる。 

３ 社会福祉法人その他の者は、社会福祉法の定めるところにより、身体障害者社会参加支援施設

を設置することができる。 

４ 身体障害者社会参加支援施設には、身体障害者の社会参加の支援の事務に従事する者の養成施

設（以下「養成施設」という。）を附置することができる。ただし、市町村がこれを附置する

場合には、あらかじめ、厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け出なければならな

い。 

５ 前各項に定めるもののほか、身体障害者社会参加支援施設の設置、廃止又は休止に関し必要な

事項は、政令で定める。 

 
（施設の基準） 

第二十九条 厚生労働大臣は、身体障害者社会参加支援施設及び養成施設の設備及び運営につい

て、基準を定めなければならない。 

２ 社会福祉法人その他の者が設置する身体障害者社会参加支援施設については、前項の規定によ

る基準を社会福祉法第六十五条第一項の規定による最低基準とみなして、同法第六十二条第四

項 、第六十五条第二項及び第七十一条の規定を適用する。 

 
（身体障害者福祉センター） 

第三十一条 身体障害者福祉センターは、無料又は低額な料金で、身体障害者に関する各種の相談

に応じ、身体障害者に対し、機能訓練、教養の向上、社会との交流の促進及びレクリエーショ

ンのための便宜を総合的に供与する施設とする。 


